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Ⅰ　

平
成
十
五
年
度
の

　
　
　

私
立
大
学
等
経
常
費
補
助
金
の

　
　
　
　

概
算
要
求
に
つ
い
て

　

平
成
十
五
年
度
の
私
立
大
学
等
経
常
費
補

助
金
の
概
算
要
求
は
、
国
の
大
変
厳
し
い
財

政
事
情
の
な
か
、
私
立
学
校
が
我
が
国
の
学

校
教
育
に
お
い
て
果
た
し
て
い
る
役
割
の
重

要
性
に
か
ん
が
み
、
総
額
で
対
前
年
度
一
〇

〇
億
円
増
の
三
、
二
九
七
億
五
、
〇
〇
〇
万

円
の
要
求
を
行
っ
た
と
こ
ろ
で
す
。

　

そ
の
内
訳
は
、
一
般
補
助
に
つ
い
て
は
前

年
度
と
同
額
の
二
、
二
二
五
億
四
、
九
〇
〇

万
円
と
し
、
社
会
的
要
請
の
強
い
特
色
あ
る

取
組
に
係
る
特
別
補
助
の
増
額
を
図
る
と
と

も
に
、
世
界
水
準
の
大
学
づ
く
り
を
目
指
す

観
点
及
び
科
学
技
術
創
造
立
国
の
実
現
を
目

指
し
、
学
術
研
究
の
一
層
の
推
進
を
図
る
観

点
か
ら
、
学
術
研
究
の
振
興
を
図
る
た
め
の

補
助
で
あ
る
「
私
立
大
学
学
術
研
究
高
度
化

推
進
特
別
補
助
」
と
、
学
部
教
育
に
お
け
る

教
育
の
質
の
向
上
等
を
図
る
補
助
で
あ
る

「
私
立
大
学
教
育
・
情
報
高
度
化
推
進
特
別

補
助
」
を
創
設
し
、
私
立
大
学
に
対
す
る
重

点
的
・
効
率
的
な
支
援
を
行
う
こ
と
を
目
指

す
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。
こ
の
「
私
立
大
学

教
育
・
情
報
高
度
化
推
進
特
別
補
助
」
と

「
私
立
大
学
学
術
研
究
高
度
化
推
進
特
別
補

助
」
に
つ
い
て
は
、
国
か
ら
の
直
接
執
行
に

な
り
ま
す
。

Ⅱ　

特
別
補
助
の

　
　
　

新
規
・
拡
充
事
項
に
つ
い
て

　

特
別
補
助
に
つ
い
て
は
、①
公
開
講
座
や

大
学
施
設
の
開
放
、②
学
習
機
会
の
多
様
化

と
い
っ
た
、
社
会
的
要
請
の
強
い
特
色
あ
る

取
組
に
対
す
る
補
助
を
充
実
さ
せ
、
対
前
年

度
二
五
億
二
、
八
〇
〇
万
円
増
の
三
五
二
億

四
、
八
〇
〇
万
円
を
要
求
し
て
い
ま
す
。

　

そ
の
う
ち
新
規
、
拡
充
事
項
の
要
求
額
等

に
つ
い
て
は
次
の
と
お
り
で
す
。（
以
下
、

要
求
額
の
（　

）
書
き
は
平
成
十
四
年
度
予

算
額
）

◇
生
涯
学
習
推
進
特
別
経
費

◎
社
会
人
の
受
入
れ

平
成
十
五
年
度
要
求
額
一
、
六
〇
〇
百
万
円

(

一
、
五
六
四
百
万
円)

◎
公
開
講
座
・
施
設
等
の
開
放

平
成
十
五
年
度
要
求
額

九
九
三
百
万
円

(

九
二
一
百
万
円)

◇
個
性
化
推
進
特
別
経
費

◎
大
学
院
基
盤
整
備
経
費

平
成
十
五
年
度
要
求
額
八
、
〇
〇
〇
百
万
円

(

七
、
六
六
〇
百
万
円)

◎
単
位
互
換
・
科
目
等
履
修
生         　

平
成
十
五
年
度
要
求
額
一
、
一
五
〇
百
万
円

(

九
六
九
百
万
円)

◎
高
校
生
の
受
入
れ

平
成
十
五
年
度
要
求
額

三
〇
〇
百
万
円

(

二
〇
〇
百
万
円)

◎
編
入
学
に
よ
る
学
生
受
入
れ

平
成
十
五
年
度
要
求
額

六
〇
〇
百
万
円

(

四
五
八
百
万
円)

◎
グ
ロ
ー
バ
ル
化
の
推
進
（
新
規
）        　

平
成
十
五
年
度
要
求
額
六
、
一
一
〇
百
万
円

「
留
学
生
受
入
れ
一
〇
万
人
計
画
」
や
「
基

本
方
針
二
〇
〇
二
」
等
を
踏
ま
え
、
私
立
大

学
の
グ
ロ
ー
バ
ル
化
を
推
進
す
る
た
め
、
外

国
人
留
学
生
や
帰
国
学
生
等
の
受
入
れ
体
制

が
整
備
さ
れ
る
よ
う
、
留
学
生
や
帰
国
学
生

等
を
受
け
入
れ
る
大
学
に
対
し
支
援
を
行
う

も
の
で
す
。

◎
地
方
高
等
教
育
機
関
の
活
性
化
等

平
成
十
五
年
度
要
求
額
四
、
五
〇
〇
百
万
円

(

三
、
四
二
六
百
万
円)

　

・
地
方
高
等
教
育
機
関
の
活
性
化       　

平
成
十
五
年
度
要
求
額

四
、
〇
〇
〇
百
万
円

　

・
地
域
貢
献
特
別
支
援
事
業
（
新
規
）

平
成
十
五
年
度
要
求
額

　
　

私
立
大
学
等
経
常
費
補
助
金
の

　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　

概
算
要
求
に
つ
い
て
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五
〇
〇
百
万
円

　

閣
議
決
定
さ
れ
た
「
経
済
財
政
運
営
と
構

造
改
革
に
関
す
る
基
本
方
針
二
〇
〇
二
」
を

踏
ま
え
、
地
域
活
性
化
の
観
点
か
ら
、
特
色

あ
る
教
育
研
究
を
行
う
私
立
大
学
と
地
域
の

パ
ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
の
確
立
を
通
じ
て
、
私

立
大
学
に
お
け
る
地
域
貢
献
の
組
織
的
・
総

合
的
な
取
組
を
推
進
す
る
も
の
で
す
。

Ⅲ　

私
立
大
学
教
育
・
情
報
高
度
化
推
進

　
　

特
別
補
助
の
新
規
・
拡
充
事
項

　
　

に
つ
い
て

　

世
界
水
準
の
私
立
大
学
づ
く
り
を
目
指
す

観
点
か
ら
、①
大
学
に
お
け
る
教
育
の
質
の

向
上
や
教
育
シ
ス
テ
ム
の
改
善
、②
大
学
教

育
の
高
度
情
報
化
の
推
進
を
通
じ
て
、
意
欲

と
可
能
性
に
富
ん
だ
私
立
大
学
へ
の
重
点
的

支
援
を
行
い
、
私
立
大
学
に
お
け
る
教
育
の

飛
躍
的
向
上
を
図
る
も
の
で
す
。

　

な
お
、
平
成
十
四
年
度
に
つ
い
て
は
、
今

回
要
求
し
て
い
る
「
私
立
大
学
学
術
研
究
高

度
化
推
進
特
別
補
助
」
と
合
わ
せ
て
「
私
立

大
学
教
育
研
究
高
度
化
推
進
特
別
補
助
」
と

し
て
い
ま
し
た
が
、
学
術
研
究
に
係
る
補
助

を
創
設
し
た
こ
と
に
伴
い
、
本
補
助
は
「
私

立
大
学
教
育
・
情
報
高
度
化
推
進
特
別
補

助
」
と
名
称
を
変
更
し
ま
し
た
。

　

十
五
年
度
要
求
で
は
本
補
助
と
し
て
三

八
四
億
八
、
七
〇
〇
万
円
を
要
求
し
て
お

り
、
後
述
す
る
「
私
立
大
学
学
術
研
究
高

度
化
推
進
特
別
補
助
」
を
含
め
る
と
、
国

か
ら
の
直
接
執
行
分
の
合
計
は
対
前
年
度

七
四
億
七
、
二
〇
〇
万
円
増
の
七
一
九
億

五
、
三
〇
〇
万
円
の
要
求
と
い
う
こ
と
に

な
り
ま
す
。

◇
大
学
教
育
高
度
化
推
進
特
別
経
費

◎
教
育
・
学
習
方
法
等
改
善
支
援
経
費

平
成
十
五
年
度
要
求
額
四
、
〇
五
〇
百
万
円

(

三
、
四
五
八
百
万
円)

◎
特
色
教
育
拠
点
大
学
支
援
経
費（
新
規
）

平
成
十
五
年
度
要
求
額
一
、
〇
〇
〇
百
万
円

　

十
五
年
度
か
ら
新
た
に
高
等
教
育
局
大

学
課
に
お
い
て
要
求
し
て
い
る
、
国
公
私

を
通
じ
た
特
色
あ
る
教
育
を
行
う
大
学
の

取
組
を
広
く
紹
介
す
る
「
特
色
あ
る
大
学

教
育
支
援
プ
ロ
グ
ラ
ム
」
に
お
い
て
選
定

さ
れ
た
大
学
等
が
、
地
域
の
大
学
教
育
の

拠
点
と
し
て
教
育
改
革
を
推
進
し
て
い
け

る
よ
う
に
す
る
た
め
、
右
記
プ
ロ
グ
ラ
ム

に
選
定
さ
れ
た
大
学
に
対
し
、
本
経
費
で

重
点
的
に
補
助
を
行
う
も
の
で
す
。

表１　私立大学等経常費補助金

　　　区　　　　　　　       　　分
１５年度 １４年度 差引増

要求額 予算額 △減額

一　般　補　助 ２２２,５４９ ２２２,５４９ ０

特　別　補　助 ３５,２４８ ３２,７２０ ２,５２８

生涯学習推進特別経費 ４,５２６ ４,４１８ １０８

個性化推進特別経費 ３０,７２２ ２８,３０２ ２,４２０

私立大学教育・情報高度化推進特別補助 ３８,４８７ ６４,４８１ △２５,９９４

大学院高度化推進特別経費 ０ １９,８３６ △１９,８３６

学術研究推進特別経費 ０ １０,１２３ △１０,１２３

大学教育高度化推進特別経費 １６,８５４ １４,７６２ ２,０９２

高度情報化推進特別経費 ２１,６３３ １９,７６０ １,８７３

私立大学学術研究高度化推進特別補助（新規） ３３,４６６ ― ３３,４６６

学術研究推進特別経費 １１,５２３ ― １１,５２３

大学院高度化推進特別経費 ２１,９４３ ― ２１,９４３

　　総　　　　　　　　　　　計 ３２９,７５０ ３１９,７５０ １０,０００

（単位：百万円）
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◎
専
門
職
大
学
院
等
支
援
経
費
（
新
規
）　

平
成
十
五
年
度
要
求
額

五
〇
〇
百
万
円

　

専
門
職
大
学
院
や
一
年
制
大
学
院
等
の
高

度
専
門
職
業
人
教
育
型
大
学
院
に
対
し
、
重

点
的
な
補
助
を
行
う
こ
と
に
よ
り
、
二
十
一

世
紀
の
経
済
社
会
を
担
う
高
度
専
門
職
業
人

の
養
成
を
図
る
も
の
で
す
。

◇
高
度
情
報
化
推
進
特
別
経
費

◎
情
報
通
信
設
備
（
借
入
）    　
　

    　

平
成
十
五
年
度
要
求
額

一
一
、
〇
〇
〇
百
万
円

(

一
〇
、
六
二
六
百
万
円)

◎
教
育
学
術
情
報
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク　
　

 　

 

平
成
十
五
年
度
要
求
額
六
、
〇
〇
〇
百
万
円

(

五
、
六
〇
一
百
万
円)

◎
教
育
研
究
情
報
利
用
経
費
（
新
規
）

平
成
十
五
年
度
要
求
額

八
〇
〇
百
万
円

　

大
学
に
お
け
る
、
電
子
ジ
ャ
ー
ナ
ル
を
始

め
と
し
た
教
育
・
研
究
に
係
る
情
報
を
利
用

す
る
環
境
を
整
備
す
る
た
め
、
電
子
ジ
ャ
ー

ナ
ル
等
教
育
研
究
情
報
の
導
入
に
必
要
な
経

費
に
つ
い
て
重
点
的
に
支
援
す
る
も
の
で
す
。

◎
サ
イ
バ
ー
・
キ
ャ
ン
パ
ス
整
備
経
費

平
成
十
五
年
度
要
求
額

九
〇
〇
百
万
円

(

六
〇
〇
百
万
円)

Ⅳ　

私
立
大
学
学
術
研
究
高
度
化
推
進

　
　

特
別
補
助
（
新
規
）
の
概
要

　
　

に
つ
い
て

　

科
学
技
術
創
造
立
国
の
実
現
を
目
指
し
、
私

立
大
学
に
お
け
る
学
術
研
究
の
一
層
の
推
進
を

図
る
観
点
か
ら
、①
先
端
的
・
先
導
的
学
術
研

究
の
推
進
、②
優
れ
た
研
究
を
実
践
し
て
い
る

表２　私立大学等経常費補助金　特別補助

（単位：百万円）

事　　　　　　　項 平成１５年度要求額

生涯学習推進特別経費 ４,５２６

１　社会人の受入れ １,６００

２　夜間大学院・夜間部・通信教育等 １,９３３

３　公開講座・施設等の開放 ９９３

個性化推進特別経費 ３０,７２２

１　学習方法の改善 １０,５６７

　（１）大学院基盤整備経費 ８,０００

　（２）小人数教育の推進 ２,０００

　（３）インターンシップの推進 ５６７

２　学習機会の多様化 １９,５１３

　（１）短期大学専攻科 ６２

　（２）単位互換・科目等履修生 １,１５０

　（３）高校生の受入れ ３００

　（４）編入学による学生受入れ ６００

　（５）グローバル化の推進（新規） ６,１１０

　（６）専門高校卒業者の受入れ ３９１

　（７）障害者の受入れ １,３７５

　（８）地方高等教育機関の活性化等 ４,５００

　　　 地方高等教育機関の活性化 ４,０００

　　　 地域貢献特別支援事業（新規） ５００

　（９）研究施設・設備等運営費 ５,０２５

３　特定分野の人材養成 ６４２

　（１）看護師養成 ２３３

　（２）養護学校教員等養成 １７

　（３）社会福祉士等養成 ３９２

　　　　　　　　　　　計 ３５,２４８
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（単位：百万円）

大
学
院
の
充
実
・
強
化
を
通
じ
て
、
私
立
大
学

の
学
術
研
究
の
飛
躍
的
向
上
を
図
る
「
私
立
大

学
学
術
研
究
高
度
化
推
進
特
別
補
助
」
を
新
た

に
創
設
す
る
こ
と
と
し
、
三
三
四
億
六
、
〇
〇

〇
万
円
を
要
求
し
て
い
ま
す
。

◎
高
度
化
研
究
推
進
経
費            　

平
成
十
五
年
度
要
求
額
七
、
一
八
五
百
万
円

◎
共
同
研
究
経
費

平
成
十
五
年
度
要
求
額

三
、
四
二
五
百
万
円

◎
特
許
化
推
進
経
費

平
成
十
五
年
度
要
求
額

二
〇
〇
百
万
円

　

私
立
大
学
に
お
け
る
研
究
成
果
の
特
許
化

を
推
進
す
る
た
め
、
特
許
出
願
に
必
要
な
経

費
に
つ
い
て
補
助
を
行
う
も
の
で
す
。

◎
リ
サ
ー
チ
・
ア
シ
ス
タ
ン
ト
、
ポ
ス
ト
・

ド
ク
タ
ー
等
支
援
経
費

平
成
十
五
年
度
要
求
額

七
一
三
百
万
円

◇
大
学
院
高
度
化
推
進
特
別
経
費

　

優
れ
た
研
究
を
行
う
大
学
院
に
お
け
る
教

育
研
究
の
高
度
化
を
重
点
的
に
推
進
す
る
も

の
で
す
。

◎
大
学
院
整
備
重
点
化
経
費

平
成
十
五
年
度
要
求
額

一
八
、
四
〇
九
百
万
円

◎
テ
ィ
ー
チ
ン
グ
・
ア
シ
ス
タ
ン
ト
経
費

平
成
十
五
年
度
要
求
額
一
、
五
三
四
百
万
円

◎
教
育
研
究
機
能
活
性
化
特
別
経
費

平
成
十
五
年
度
要
求
額
二
、
〇
〇
〇
百
万
円

 (

文
部
科
学
省
高
等
教
育
局

私
学
部
私
学
助
成
課)

表３　

私立大学教育・情報高度化推進特別補助

◇
学
術
研
究
推
進
特
別
経
費

　

先
端
的
・
先
導
的
な
学
術
研
究
を
行
う
大
学

に
対
し
て
、
重
点
的
支
援
を
行
う
も
の
で
す
。

事　　　　　　　項 平成１５年度要求額

大学教育高度化推進特別経費 １６,８５４

１　高等教育研究改革推進経費 ６,０２８

２　教育・学習方法等改善支援経費 ４,０５０

３　教養教育改革推進経費 ５００

４　特色教育拠点大学支援経費（新規） １,０００

５　専門職大学院等支援経費（新規） ５００

６　海外研修派遣 ４１７

７　国際シンポジウム開催 １９６

８　国際化教育 ４,１６３

高度情報化推進特別経費 ２１,６３３

１　情報通信設備（借入） １１,０００

２　教育学術情報ネットワーク ６,０００

３　教育学術コンテンツ ２,９３３

４　教育研究情報利用経費（新規） ８００

５　サイバー･キャンパス整備経費 ９００

　　　　　　　　　　　計 ３８,４８７

私立大学学術研究高度化推進特別補助（新規） （単位：百万円）

事　　　　　　　項 平成１５年度要求額

学術研究推進特別経費 １１,５２３

１　高度化研究推進経費 ７,１８５

２　共同研究経費 ３,４２５

３　特許化推進経費（新規） ２００

４　リサーチ･アシスタント､ポスト･ドクター等支援経費 ７１３

大学院高度化推進特別経費 ２１,９４３

１　大学院整備重点化経費 １８,４０９

２　ティーチング・アシスタント経費 １,５３４

３　教育研究機能活性化特別経費 ２,０００

　　　　　　　　　　　計 ３３,４６６
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は
じ
め
に

　

 

本
誌
九
月
号
に
お
い
て
、
平
成
十
四
年
度
学

校
法
人
基
礎
調
査
か
ら
私
立
大
学
及
び
私
立
短

期
大
学
の
入
学
志
願
状
況
と
入
学
定
員
充
足
率

に
つ
い
て
集
計
し
た
「
私
学
活
性
化
情
報
第
六

号
」
か
ら
、
平
成
十
三
年
度
と
平
成
十
四
年
度

の
志
願
者
数
の
増
減
と
、
入
学
定
員
充
足
状
況

に
つ
い
て
比
較
し
ま
し
た
。

　

今
月
号
で
は
、
平
成
四
年
度
か
ら
平
成
十
四

年
度
ま
で
の
過
去
十
一
年
間
の
入
学
志
願
状
況

と
入
学
定
員
充
足
率
を
比
較
し
ま
す
。

　

比
較
方
法
と
し
て
、
私
立
大
学
及
び
私
立
短

期
大
学
各
々
集
計
し
た
も
の
を
、
年
度
ご
と
に

一
覧
表
で
比
較
し
ま
し
た
。
ま
た
、
大
学
は
学

部
を
単
位
と
し
て
学
部
系
統
ご
と
に
、
短
期
大

学
は
学
科
を
単
位
と
し
て
学
科
系
統
ご
と
に
集

計
し
た
も
の
を
、
志
願
者
数
の
割
合
に
よ
り
比

較
し
ま
し
た
。

　

な
お
、
大
学
院
、
通
信
教
育
部
及
び
学
生
募

集
を
停
止
し
た
学
部
・
学
科
は
集
計
対
象
外
と

し
ま
し
た
。

一
八
歳
人
口
の
推
移

　

表
１
及
び
表
２
の
一
八
歳
人
口
は
、
文
部
科

学
省
学
校
基
本
調
査
の
人
数
と
し
ま
し
た
。

　

平
成
十
四
年
度
は
、
一
八
歳
人
口
の
ピ
ー
ク

で
あ
る
平
成
四
年
度
の
二
〇
五
万
人
か
ら
五
四

万
五
、
〇
〇
〇
人
（
二
六
・
六
％
）
減
少
し
、

一
五
〇
万
三
、
〇
〇
〇
人
と
な
っ
て
い
ま
す
。

平
成
十
二
年
度
か
ら
の
三
年
間
は
、
ほ
ぼ
横
ば

い
の
状
況
に
な
っ
て
い
ま
す
。

大
学
の
概
況
（
表
１
・
図
１
参
照
）

　

平
成
十
四
年
度
の
集
計
学
校
数
は
、
平
成
四

年
度
よ
り
一
二
七
校
（
三
三
・
五
％
）
増
の
五

〇
六
校
と
な
り
ま
し
た
。
ま
た
、
入
学
定
員
割

れ
の
学
校
は
一
四
三
校
で
、
平
成
四
年
度
よ
り

一
一
六
校
の
増
加
と
な
り
、
少
子
化
の
影
響
に

よ
る
厳
し
い
状
況
が
う
か
が
え
ま
す
。

　

入
学
定
員
は
、
平
成
四
年
度
よ
り
六
万
七
、

〇
〇
〇
人
（
一
九
・
〇
％
）
増
の
四
二
万
三
、

〇
〇
〇
人
と
な
り
ま
し
た
。

　

志
願
者
数
は
、
平
成
四
年
度
よ
り
一
三
五
万

一
、
〇
〇
〇
人
（
三
〇
・
五
％
）
減
の
三
〇
七

　

私
立
大
学
・
私
立
短
期
大
学
の

　
　
　
　
　
　
　

入
学
志
願
動
向（
Ⅱ
）

表１　大学の入学志願動向

平成４年度

平成５年度

平成６年度

平成７年度

平成８年度

平成９年度

平成10年度

平成11年度

平成12年度

平成13年度

平成14年度

18歳人口

2,049,471人

1,981,503　

1,860,300　

1,773,712　

1,732,437　

1,680,006　

1,622,198　

1,545,270　

1,510,994　

1,511,847　

1,503,544　

集計数

　379校

385

401

410

419

425

439

451

471

493

506

学校数

うち定員割れ

　 27校

 19

 19

 18

 16

 23

 35

 89

131

149

143

入学志願動向
収容定員 学生数

収容定員

充 足 率入学定員

355,683人

358,508　

365,393　

370,688　

375,855　

382,404　

392,761　

403,177　

415,156　

419,800　

423,279　

志願者数

4,425,506人

4,267,140　

4,093,517　

3,944,171　

3,809,326　

3,529,504　

3,292,718　

2,983,483　

2,822,827　

2,899,815　

3,073,526　

合格者数

830,940人

856,175

883,165

905,412

938,015

969,875

983,371

983,317

982,401

950,311

935,698

入学者数

418,616人

427,782

433,576

439,672

449,828

455,540

461,574

461,109

472,011

477,544

481,832

志願倍率

　12.4倍

11.9

11.2

10.6

10.1

 9.2

 8.4

 7.4

 6.8

 6.9

 7.3

合格率

　18.8％

20.1

21.6

23.0

24.6

27.5

29.9

33.0

34.8

32.8

30.4

歩留率

　50.4％

50.0

49.1

48.6

48.0

47.0

46.9

46.9

48.0

50.3

51.5

入学定員充足率

　117.7％

119.3

118.7

118.6

119.7

119.1

117.5

114.4

113.7

113.8

113.8

1,299,952人

1,365,326

1,430,330

1,465,321

1,487,996

1,513,773

1,546,096

1,572,470

1,624,230

1,668,711

1,612,489人

1,679,882

1,739,564

1,777,044

1,807,988

1,834,386

1,863,345

1,874,062

1,904,069

1,924,669

　124.0％

123.0

121.6

121.3

121.5

121.2

120.5

119.2

117.2

115.3

未集計

※１８歳人口は、文部科学省「学校基本調査」による

表２　短期大学の入学志願動向

平成４年度

平成５年度

平成６年度

平成７年度

平成８年度

平成９年度

平成10年度

平成11年度

平成12年度

平成13年度

平成14年度

18歳人口

2,049,471人

1,981,503

1,860,300

1,773,712

1,732,437

1,680,006

1,622,198

1,545,270

1,510,994

1,511,847

1,503,544

集計数

　493校

494

493

491

491

493

486

479

460

449

434

学校数

うち定員割れ

　 11校

 15

 18

 58

 86

139

181

238

267

246

210

入学志願動向
収容定員 学生数

収容定員

充 足 率入学定員

188,105人

188,090

185,600

183,335

180,635

178,345

172,690

164,985

141,659

131,357

117,530

志願者数

871,372人

825,683

723,255

626,020

549,768

465,518

393,053

321,112

241,221

211,032

196,885

合格者数

338,740人

343,425

336,196

329,941

316,953

291,223

258,410

220,223

172,071

151,956

138,039

入学者数

238,100人

238,463

229,257

218,288

206,783

194,333

179,207

157,279

130,731

120,345

112,236

志願倍率

　4.6倍

4.4

3.9

3.4

3.0

2.6

2.3

1.9

1.7

1.6

1.7

合格率

　38.9％

41.6

46.5

52.7

57.7

62.6

65.7

68.6

71.3

72.0

70.1

歩留率

　70.3％

69.4

68.2

66.2

65.2

66.7

69.3

71.4

76.0

79.2

81.3

入学定員充足率

　126.6％

126.8

123.5

119.1

114.5

109.0

103.8

 95.3

 92.3

 91.6

 95.5

375,800人

380,650

378,025

373,020

367,490

362,700

352,920

340,110

305,449

275,806

475,412人

481,021

472,222

451,943

427,737

403,049

373,091

336,131

285,174

252,262

　126.5％

126.4

124.9

121.2

116.4

111.1

105.7

 98.8

 93.4

 91.5

未集計
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万
三
、
〇
〇
〇
人
と
な
り
ま
し
た
が
、
合
格
者

数
は
一
〇
万
四
、
〇
〇
〇
人
（
一
二
・
六
％
）

増
の
九
三
万
五
、
〇
〇
〇
人
と
な
り
ま
し
た
の

で
、
合
格
率
は
一
一
・
六
ポ
イ
ン
ト
上
昇
し
、

三
〇
・
四
％
と
な
り
ま
し
た
。

学
部
系
統
別
志
願
者
数
の
割
合

（
図
２
参
照
）

　

図
２
は
、
各
年
度
の
志
願
者
数
を
一
〇
〇
％

と
し
て
、
学
部
系
統
別
に
志
願
者
数
の
割
合
を

示
し
た
も
の
で
す
。

　

志
願
倍
率
が
高
い
薬
学
部
を
含
む
薬
保
健
系

学
部
が
割
合
を
増
や
し
て
い
ま
す
が
、
社
会
科

学
系
学
部
に
お
い
て
は
割
合
を
減
ら
し
て
い
る

と
い
っ
た
特
徴
が
見
ら
れ
ま
す
。

短
期
大
学
の
概
況（
表
２
・
図
３
参
照
）

　

平
成
十
四
年
度
の
集
計
学
校
数
は
、
平
成
四

年
度
よ
り
五
九
校
（
一
二
・
〇
％
）
減
の
四
三

四
校
と
な
り
ま
し
た
。
ま
た
、
入
学
定
員
割
れ

の
学
校
は
二
一
〇
校
で
、
平
成
四
年
度
よ
り
一

九
九
校
の
増
加
と
な
り
、
大
学
と
比
べ
、
更
に

少
子
化
の
影
響
を
大
き
く
受
け
た
厳
し
い
状
況

が
う
か
が
え
ま
す
。

　

入
学
定
員
は
平
成
四
年
度
よ
り
七
万
人
（
三

七
・
五
％
）
減
の
一
一
万
七
、
〇
〇
〇
人
と
な

り
ま
し
た
。

　

志
願
者
数
は
、
平
成
四
年
度
よ
り
六
七
万

四
、
〇
〇
〇
人
（
七
七
・
四
％
）
減
の
一
九
万

六
、
〇
〇
〇
人
、
合
格
者
数
は
二
〇
万
人
（
五

九
・
二
％
）
減
の
一
三
万
八
、
〇
〇
〇
人
と
な

り
ま
し
た
が
、
合
格
率
は
三
一
・
二
ポ
イ
ン
ト

上
昇
し
、
七
〇
・
一
％
と
な
り
ま
し
た
。

学
科
系
統
別
志
願
者
数
の
割
合

（
図
４
参
照
）

　

図
４
は
、
各
年
度
の
志
願
者
数
を
一
〇
〇
％

と
し
て
、
学
科
系
統
別
に
志
願
者
数
の
割
合
を

示
し
た
も
の
で
す
。

　

志
願
倍
率
が
高
い
看
護
・
保
健
系
学
科
を
含

む
保
健
系
学
科
及
び
保
育
・
幼
児
教
育
系
学
科

を
含
む
教
育
系
学
科
が
割
合
を
増
や
し
て
い
ま

す
が
、人
文
科
学
系
に
お
い
て
は
、割
合
を
大
き
く

減
ら
し
て
い
る
と
い
っ
た
特
徴
が
見
ら
れ
ま
す
。

大
学
・
短
期
大
学
の
全
体
傾
向

　

一
八
歳
人
口
の
減
少
が
、
志
願
者
数
の
減
少

に
結
び
つ
い
て
い
る
こ
と
が
う
か
が
え
ま
す
。

　

大
学
で
は
学
校
数
、
入
学
定
員
と
も
に
増
加

し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
志
願
倍
率
が
下
降
し
、

合
格
率
が
上
昇
す
る
傾
向
が
う
か
が
え
ま
す
。

　

短
期
大
学
で
は
、
平
成
一
三
年
度
ま
で
す
べ

て
の
項
目
で
減
少
傾
向
に
あ
り
ま
し
た
が
、
平

成
一
四
年
度
は
志
願
倍
率
、
歩
留
率
、
入
学
定

員
充
足
率
で
増
加
に
転
じ
て
い
ま
す
。

さ
い
ご
に

　

平
成
一
五
年
度
よ
り
一
八
歳
人
口
が
再
び
減

少
の
道
を
辿
り
は
じ
め
ま
す
。
各
大
学
、
短
期

大
学
に
お
か
れ
ま
し
て
は
、
学
生
募
集
・
確
保

策
に
更
な
る
努
力
を
注
が
れ
ま
す
こ
と
を
切
望

し
て
や
み
ま
せ
ん
。

☆
問
い
合
わ
せ
先（
私
学
振
興
事
業
本
部
）

私
学
活
性
化
促
進
支
援
セ
ン
タ
ー

　
　

〇
三
（
三
二
三
〇
）
八
四
七
三
～
七
四

図１　大学の入学志願動向
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図２　学部系統別志願者数の割合
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図３　短期大学の入学志願動向
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私
学
事
業
団
の
学
術
研
究
振
興
基
金
は
、
私

立
学
校
の
特
色
で
あ
る
独
自
性
、
弾
力
性
、
潜

在
力
を
発
揮
し
、
公
共
に
奉
仕
す
る
た
め
の
学

術
研
究
の
向
上
に
資
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て

設
立
さ
れ
、
毎
年
優
れ
た
研
究
に
対
し
学
術
研

究
振
興
資
金
の
交
付
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　

本
誌
で
は
、
そ
の
交
付
対
象
と
な
っ
た
研
究

を
随
時
紹
介
し
ま
す
。

　

分
か
り
易
い
講
義
と
い
っ
て
も
そ
こ
に
は
限

界
が
あ
る
。
特
に
技
術
系
大
学
に
お
い
て
問
題

に
な
る
の
は
、
学
生
達
の
現
象
（
自
然
と
は
限

ら
な
い
）
に
対
す
る
実
体
験
の
不
足
と
イ
メ
ー

ジ
把
握
す
る
能
力
の
不
足
で
あ
る
。
ば
ね
、
あ

る
い
は
コ
ン
デ
ン
サ
ー
に
対
す
る
若
干
の
書
物

的
知
識
が
あ
っ
て
も
、
こ
れ
ら
に
対
す
る
実
経

験
の
乏
し
さ
が
次
の
ス
テ
ッ
プ
へ
の
思
考
を
困

難
に
し
て
い
る
。
科
学
・
技
術
は
「
し
っ
か
り

と
し
た
経
験
（
体
系
的
経
験
、
実
験
）
が
基
本

で
あ
り
、
こ
れ
が
あ
れ
ば
図
式
化
、
数
式
化
を

通
し
て
現
象
の
理
解
は
、
少
な
く
と
も
イ
メ
ー

ジ
的
把
握
は
可
能
に
な
る
（
遠
藤
敏
郎
著
「
経

験
と
感
覚
の
数
式
化
―
科
学
の
基
本 

―
」
学
術

図
書
出
版
（
二
〇
〇
二
年
））。
書
物
、
テ
レ
ビ

等
の
「
バ
ー
チ
ャ
ル
な
世
界
の
知
識
」
、
し
か

も
断
片
的
な
知
識
を
単
に
覚
え
る
こ
と
に
専
念

し
て
き
た
結
果
と
も
い
え
る
。

　

何
年
か
前
、
（財）
マ
ツ
ダ
財
団
の
寄
付
講
義
と

し
て
、
解
体
工
学
、
資
源
、
リ
サ
イ
ク
ル
、
環

境
等
を
キ
ー
ワ
ー
ド
と
し
た
「
デ
ィ
ベ
ー
ト
手

法
」
の
授
業
を
展
開
し
た
こ
と
が
あ
る
。
企
業

人
が
中
心
と
な
り
、
考
え
る
た
め
の
一
定
程
度

の
材
料
を
提
示
し
、
デ
ィ
ベ
ー
ト
手
法
を
指
導

し
た
後
に
、
実
際
の
デ
ィ
ベ
ー
ト
を
ゲ
ー
ム
形

式
で
行
っ
た
。
与
え
ら
れ
た
課
題
に
沿
っ
て
、

問
題
を
掘
り
下
げ
、
必
要
な
ら
ば
知
識
を
補
強

し
つ
つ
、
議
論
し
、
結
論
を
出
す
と
い
っ
た
手

法
、
あ
る
い
は
そ
の
手
法
の
有
効
性
を
学
生
が

実
体
験
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
い
た
。
半
期

に
わ
た
る
授
業
の
中
で
学
生
達
が
、
学
力
云
々

と
は
別
の
能
力
の
必
要
性
、
あ
る
い
は
、
学
力

と
は
何
か
の
ヒ
ン
ト
を
感
じ
取
っ
た
と
信
じ
て

い
る
。
技
術
屋
以
前
の
、
あ
る
い
は
技
術
屋
だ

か
ら
こ
そ
必
要
な
人
間
の
基
本
能
力
の
一
つ
で

あ
る
。
一
方
的
な
講
義
を
中
心
に
し
た
学
校
教

育
の
中
で
は
得
ら
れ
な
い
体
験
で
あ
り
、
学
生

達
の
感
性
の
豊
か
さ
、
積
極
性
、
調
査
し
論
理

を
組
み
立
て
る
能
力
、
等
々
、
通
常
の
授
業
で

「
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
」
は
「
ボ
ラ
ン
テ
ィ
ア
」
だ

が
、
そ
の
中
か
ら
学
生
が
得
る
も
の
は
我
々
の
想

像
を
越
え
て
い
る
。
大
人
、
企
業
人
と
議
論
し
た

衝
撃
と
自
信
、
自
分
の
進
路
に
対
す
る
漠
然
と
し

た
手
ご
た
え
、
己
の
理
念
の
重
要
性
、
等
々
の
予

想
も
し
な
か
っ
た
学
生
の
反
応
が
返
っ
て
く
る
。

正
に
実
体
験
の
重
要
な
部
分
で
あ
る
。

　

広
島
県
で
は
平
成
十
一
年
よ
り
、
広
島
県
高

等
教
育
機
関
等
連
絡
協
議
会
が
大
学
間
の
単
位

互
換
制
度
を
導
入
し
て
い
る
。「
感
動
塾
・
み

ち
く
さ
」
事
業
も
、
平
成
十
二
年
度
に
は
、
大

学
と
企
業
が
共
同
で
提
供
す
る
互
換
科
目
と
し

て
単
位
互
換
制
度
に
参
入
し
た
。

　

平
成
十
三
年
度
は
誠
に
幸
い
に
も
、
本
研
究

は
私
学
事
業
団
の
学
術
研
究
振
興
資
金
を
得
る

こ
と
が
で
き
た
。
学
校
で
展
開
す
る
こ
と
が
状

況
的
に
不
可
能
な
教
育
を
、
産
・
学
・
民
間
、

更
に
は
行
政
と
連
携
し
た
社
会
教
育
事
業
と
し

て
展
開
す
る
た
め
の
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
を
開
発

す
る
こ
と
が
本
研
究
の
テ
ー
マ
で
あ
っ
た
。
企

業
人
に
は
実
際
の
現
場
か
ら
得
た
人
材
資
源
へ

は
見
ら
れ
な
い
彼
等
の
深
い
内
面
と
秘
め
ら
れ

た
能
力
を
感
じ
取
っ
た
よ
う
な
気
が
し
た
。

　

こ
れ
が
き
っ
か
け
と
な
り
、
平
成
十
年
、
（財）

マ
ツ
ダ
財
団
、
（株）
中
国
電
力
等
の
企
業
、
並
び

に
広
島
市
と
連
携
し
、
（財）
「
広
島
市
ひ
と
・
ま

ち
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
」
の
事
業
と
し
て
、
「
感
動

塾
・
み
ち
く
さ
」
事
業
を
立
ち
上
げ
た
。
こ
れ

は
、
小
中
学
生
を
対
象
と
し
た
、
三
泊
四
日
の

理
科
、
も
の
づ
く
り
の
実
体
験
キ
ャ
ン
プ
で
あ

る
。
特
色
と
し
た
の
は
、
単
に
小
中
学
生
の
実

体
験
教
育
と
い
う
こ
と
で
は
な
く
、
大
学
生
ボ

ラ
ン
テ
ィ
ア
を
企
業
人
が
中
心
と
な
っ
て
教
育

し
、
キ
ャ
ン
プ
の
企
画
・
立
案
・
指
導
に
当
た

ら
せ
る
中
で
大
学
生
の
実
体
験
、
社
会
教
育
を

兼
ね
た
こ
と
で
あ
る
。
我
々
大
学
教
員
は
も
と

よ
り
、
小
中
学
校
の
教
員
、
企
業
人
の
協
同
に

よ
る
指
導
体
制
を
持
っ
た
「
社
会
教
育
事
業
」

と
位
置
付
け
て
い
る
。
小
中
学
生
が
、
あ
る
い

は
大
学
生
が
こ
の
中
か
ら
何
を
感
じ
取
っ
た
か

は
こ
こ
で
は
述
べ
な
い
が
、
参
加
学
生
や
周
辺

の
評
価
は
高
い
（
「
感
動
塾
・
み
ち
く
さ
」
実

施
報
告
書
、
（財）
広
島
市
ひ
と
・
ま
ち
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
感
動
塾
・
み
ち
く
さ
実
行
委
員
会
（
平
成

十
～
十
三
年
度
）
）
。
机
上
で
議
論
す
る
限
り
、

大学生によるものづくり指導

産
学
官
民
連
携
の

　
　
　
　
　
　

社
会
教
育
シ
ス
テ
ム
の
開
発

　
　
　
　
　

          　
　

            　
　
　
　
　
　
　
　
　

広
島
国
際
学
院
大
学
工
学
部
教
授　
　
　

遠
藤　

敏
郎

学
術
研
究
振
興
資
金　

交
付
対
象
研
究
の
紹
介
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の
考
え
方
が
あ
る
。
従
来
は
新
入
社
員
教
育
で

実
施
で
き
た
教
育
が
現
在
で
は
、
大
手
と
い
え

ど
も
、
不
可
能
に
な
っ
て
き
て
い
る
。
一
方
学

校
教
育
の
現
場
で
は
、
例
え
ば
理
科
教
育
の
あ

り
方
に
理
念
・
理
想
を
持
っ
て
い
て
も
、
通
常

の
授
業
の
中
で
展
開
す
る
こ
と
が
不
可
能
な
状

況
が
あ
る
。
そ
れ
は
単
に
指
導
要
領
に
は
な
い

内
容
だ
か
ら
で
は
な
く
、
特
定
の
教
員
が
余
計

な
こ
と
を
し
て
成
果
を
あ
げ
る
と
、
全
教
員
が

余
計
な
こ
と
を
さ
せ
ら
れ
る
の
で
は
と
い
う
、

誠
に
人
間
的
な
雰
囲
気
、
あ
る
い
は
そ
れ
に
起

因
す
る
ル
ー
ル
に
よ
る
こ
と
が
多
い
。
教
員

は
、
そ
の
個
性
を
、
公
務
と
無
関
係
な
ボ
ラ
ン

テ
ィ
ア
的
な
活
動
の
中
で
実
践
す
る
よ
り
他
に

な
い
。
そ
し
て
そ
こ
に
は
非
常
に
優
れ
た
教
材

が
蓄
積
さ
れ
て
い
る
。
企
業
、
民
間
等
に
あ
る

教
育
手
法
・
教
材
の
発
掘
、
結
集
も
本
研
究
の

重
要
な
テ
ー
マ
に
な
っ
て
い
る
。

　

本
研
究
に
は
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法
人
「
国
際
協
力
ア
カ

デ
ミ
ー
ひ
ろ
し
ま
（
Ａ
Ｉ
Ｃ
Ａ
Ｔ
）」
も
共
同

参
加
し
て
い
る
。
Ａ
Ｉ
Ｃ
Ａ
Ｔ
は
広
島
の
数
大

学
の
教
員
が
中
心
に
な
っ
て
、
国
際
調
整
員
教

育
、
海
外
災
害
救
援
、
社
会
事
業
へ
の
国
際
調

整
員
派
遣
を
主
な
目
的
と
し
て
組
織
化
さ
れ
た

団
体
で
あ
る
（h

ttp
://w
w
w
.a
ica
t.o
rg
/

）。

平
成
十
三
、
十
四
年
に
は
、
国
際
救
援
の
た
め

の
シ
ミ
ュ
レ
ー
シ
ョ
ン
キ
ャ
ン
プ
、
更
に
は
、

Ａ
Ｉ
Ｃ
Ａ
Ｔ
が
（株）
マ
ツ
ダ
と
連
携
し
て
開
催
し

て
い
る
、
海
外
救
援
の
た
め
の
自
動
車
補
修
、

悪
路
走
行
訓
練
を
目
的
と
し
た
「
機
械
補
修
講

座
」
、
等
に
学
生
を
参
加
さ
せ
た
。

　

英
語
に
よ
る
災
害
情
報
収
集
、
衛
星
通
信
利

用
、
マ
ッ
プ
リ
ー
デ
ィ
ン
グ
等
の
、
実
際
の
諸

技
術
を
大
学
生
に
実
体
験
さ
せ
る
こ
の
種
の
事

業
も
、
国
際
協
力
へ
の
導
入
教
育
と
も
な
り
、

非
常
に
有
効
な
社
会
教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
な
る

こ
と
を
確
信
し
た
。
今
後
は
、
高
校
生
等
の
よ

り
若
い
世
代
に
向
け
た
プ
ロ
グ
ラ
ム
開
発
を
進

め
る
こ
と
が
重
要
に
な
っ
て
く
る
。

　

広
島
県
高
等
教
育
機
関
等
連
絡
協
議
会
「
総

合
委
員
会
」
（
筆
者
も
委
員
で
あ
る
）
で
は
大

学
間
単
位
互
換
事
業
の
ほ
か
に
、
生
涯
学
習
事

業
、
高
大
連
携
事
業
も
展
開
し
て
い
る
。
広
島

県
「
生
涯
学
習
セ
ン
タ
ー
」
、
あ
る
い
は
、
本

年
度
開
館
し
た
広
島
市
「
市
民
交
流
プ
ラ
ザ
」

等
の
施
設
・
設
備
を
利
用
し
て
の
事
業
展
開
も

各
行
政
よ
り
要
請
さ
れ
て
い
る
。
率
直
に
申
し

上
げ
て
、
大
学
が
提
供
す
る
生
涯
学
習
科
目
な

り
、
高
大
連
携
科
目
は
学
問
的
要
素
が
強
く
、

実
体
験
的
要
素
が
欠
け
て
い
る
場
合
が
多
い
。

特
に
、
科
学
・
技
術
系
教
育
で
は
、
動
機
、
興

味
を
与
え
る
意
味
で
も
、
理
屈
、
理
論
、
あ
る

い
は
そ
の
体
系
を
把
握
さ
せ
る
上
で
も
実
体
験

は
不
可
欠
で
あ
る
。
大
学
教
員
よ
り
ず
っ
と
以

前
に
、
高
校
の
理
科
教
員
は
青
少
年
の
「
理
科

離
れ
」
を
体
験
し
対
応
し
て
き
た
経
緯
が
あ

る
。
そ
こ
に
は
多
く
の
教
材
と
教
育
手
法
が
蓄

積
さ
れ
て
い
る
。
ま
た
、
企
業
人
は
そ
の
現
場

で
、
単
に
知
識
、
学
力
ば
か
り
で
な
い
、
コ

ミ
ュ
ニ
ケ
ー
シ
ョ
ン
、
積
極
性
、
試
行
錯
誤
能

力
、
等
々
、
人
間
と
し
て
の
基
本
的
能
力
の
重

要
性
を
経
験
し
そ
の
育
成
に
も
関
わ
っ
て
き
た
。

　

上
で
述
べ
た
企
業
、
団
体
に
加
え
、
現
在
、

高
校
の
理
科
教
員
の
有
志
が
組
織
し
て
い
る

「
広
島
サ
イ
エ
ン
ス
ク
ラ
ブ
（
Ｈ
Ｓ
Ｃ
）」
と

も
連
携
し
て
、
科
学
技
術
の
実
体
験
教
育
を
高

大
連
携
科
目
と
し
て
開
設
す
る
準
備
を
進
め
て

い
る
。
高
校
教
員
、
企
業
人
を
非
常
勤
講
師
と

し
て
採
用
し
、
複
数
の
技
術
系
大
学
の
持
ち
回

り
科
目
と
し
て
、
公
的
施
設
を
会
場
と
し
て
展

開
す
る
も
の
で
あ
る
。
個
々
の
高
校
生
の
能

力
・
個
性
の
発
見
、
更
に
は
進
路
指
導
も
可
能

に
な
る
。
高
校
、
大
学
、
企
業
人
が
連
携
す
る

教
育
プ
ロ
グ
ラ
ム
で
あ
る
か
ら
こ
そ
、
広
い
視

点
か
ら
の
進
路
指
導
が
可
能
に
な
る
。
も
ち
ろ

ん
こ
の
中
で
は
、
ア
シ
ス
タ
ン
ト
と
し
て
各
大

学
の
学
生
も
投
入
し
、
大
学
生
教
育
・
指
導
プ

ロ
グ
ラ
ム
も
組
み
込
ん
で
い
る
。

　

い
さ
さ
か
話
の
筋
が
ぼ
や
け
た
感
が
あ
る
。

知
識
の
蓄
積
だ
け
が
優
先
さ
れ
評
価
さ
れ
る
と

い
う
教
育
を
受
け
る
中
で
、
科
学
・
技
術
の
実

際
、
あ
る
い
は
そ
れ
を
展
開
す
る
た
め
の
人
間

と
し
て
の
基
本
能
力
の
大
切
さ
を
経
験
す
る
機

会
を
、
今
の
青
少
年
は
失
っ
て
い
る
。
そ
う
し

た
状
況
の
中
で
は
、
青
少
年
が
将
来
の
進
路
や

夢
を
描
く
こ
と
は
困
難
で
あ
る
。
「
感
動
塾
・

み
ち
く
さ
」
事
業
、
等
の
経
験
か
ら
、
学
校
、

企
業
、
民
間
、
そ
れ
ぞ
れ
の
分
野
の
経
験
者

が
、
そ
れ
ぞ
れ
の
束
縛
か
ら
離
れ
て
連
携
す
る

社
会
教
育
の
大
切
さ
と
、
学
生
な
り
子
ど
も
に

与
え
る
効
果
を
実
感
し
て
き
た
。
こ
の
経
験
の
中

で
え
ら
れ
た
手
法
な
り
教
材
を
ど
の
よ
う
に
具
現

化
す
る
か
が
今
後
の
課
題
で
あ
る
。
色
々
な
場
を

設
定
し
て
も
、
学
生
や
子
ど
も
達
が
な
か
な
か

乗
っ
て
こ
な
い
と
い
う
事
情
も
あ
る
、
教
育
委
員

会
等
の
行
政
か
ら
の
支
援
も
不
可
欠
で
あ
る
。

　

学
術
研
究
振
興
資
金
を
得
て
、
民
間
教
育
事

業
に
も
開
放
で
き
る
「
バ
ー
チ
ャ
ル
ユ
ニ
バ
ー

シ
テ
ィ
ー
」
シ
ス
テ
ム
の
構
築
を
、
Ｎ
Ｐ
Ｏ
法

人
「
Ａ
Ｉ
Ｃ
Ａ
Ｔ
」
と
共
同
で
進
め
て
い
る
。

こ
の
よ
う
な
シ
ス
テ
ム
を
利
用
し
て
、
オ
ン
ラ

イ
ン
に
よ
る
高
大
連
携
教
育
、
あ
る
い
は
青
少

年
の
科
学
・
技
術
教
育
を
展
開
す
る
こ
と
も
視

野
に
入
れ
て
い
る
わ
け
で
あ
る
が
、
こ
の
コ
ン

テ
ン
ツ
開
発
の
た
め
に
も
、
教
育
集
団
の
組
織

化
は
重
要
に
な
っ
て
く
る
。

（
こ
の
研
究
は
、
平
成
十
三
年
度
か
ら
十
四
年
度
に

　

か
け
て
交
付
対
象
と
な
っ
て
い
ま
す
。）

「感動塾・みちくさ」風景

悪路走行訓練
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Ⅰ　

総
報
酬
制
導
入
に
伴
う

　
　

掛
金
率
の
改
定

(

平
成
十
五
年
四
月
実
施)

１
．
長
期
給
付
分
掛
金
率

　

厚
生
年
金
及
び
各
共
済
年
金
共
通
の
考
え
方

と
し
て
、
被
用
者
年
金
全
加
入
者
平
均
の
年
収

の
対
月
収
総
額
比
率
1.3
（
こ
こ
で
0.3
は
年
当
た

り
で
み
た
月
収
総
額
に
対
す
る
賞
与
等
の
割

合
）
で
割
り
落
と
す
こ
と
と
し
て
お
り
、
現
行

の
掛
金
率
133
／
1000
と
特
別
掛
金
率
10
／
1000
を
併

せ
て
104.6
／
1000
と
な
り
ま
す
。
な
お
、
現
行
の
特

別
掛
金
制
度
は
廃
止
さ
れ
ま
す
。

２
．
短
期
給
付
分
掛
金
率

　

私
学
共
済
制
度
加
入
者
の
年
収
の
対
月
収
総

額
比
率
1.3
で
割
り
落
と
す
こ
と
と
し
て
お
り
、

現
行
の
掛
金
率
78.6
／
1000
が
60.5
／
1000
と
な
り
ま
す
。

３
．
事
務
費
分
・
福
祉
事
業
分
掛
金
率

　

私
学
共
済
制
度
加
入
者
の
年
収
の
対
月
収
総

額
比
率
1.3
で
割
り
落
と
す
こ
と
と
し
て
お
り
、

表
の
と
お
り
と
な
り
ま
す
。

４
．
介
護
分
掛
金
率

　

介
護
分
掛
金
率
は
、
年
度
ご
と
に
介
護
給
付

費
納
付
金
等
の
額
を
勘
案
し
て
算
定
す
る
た

め
、
介
護
給
付
費
納
付
金
等
の
額
が
明
ら
か
に

な
っ
た
段
階
で
改
め
て
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

Ⅱ　

短
期
給
付
分
掛
金
率
の
引
き
上
げ

(

平
成
十
五
年
四
月
実
施)

　

平
成
十
五
年
度
は
、
今
回
の
健
康
保
険
制
度

の
改
正
に
よ
る
財
政
へ
の
影
響
を
見
込
ん
だ
と

し
て
も
、
前
述
の
総
報
酬
制
導
入
に
伴
う
掛
金

率
60.5
／
1000
で
は
短
期
勘
定
の
財
源
が
不
足
す
る

見
通
し
で
す
。
こ
の
よ
う
な
状
況
を
勘
案
し

て
、
平
成
十
五
年
四
月
か
ら
短
期
給
付
分
掛
金

率
を
引
き
上
げ
ま
す
。

　

た
だ
し
、
引
き
上
げ
率
に
つ
い
て
は
、
短
期

勘
定
の
支
出
の
約
四
割
に
相
当
す
る
老
人
保
健

拠
出
金
及
び
退
職
者
給
付
拠
出
金
の
概
算
額
が

把
握
で
き
る
平
成
十
五
年
一
月
末
に
決
定
す
る

予
定
で
す
。

(

参
考)　

児
童
手
当
拠
出
金

　

児
童
手
当
拠
出
金
に
つ
い
て
も
平
成
十
五
年

四
月
か
ら
総
報
酬
制
の
適
用
と
な
り
、
賞
与
等

も
そ
の
算
定
の
基
礎
と
な
り
ま
す
。

　

平
成
十
五
年
度
か
ら
、
毎
月
の
給
与
と
賞
与
等
を
合
わ
せ
た
年
収
を
掛
金
の
算
定
の
基

礎
と
す
る
、
い
わ
ゆ
る
「
総
報
酬
制
」
が
導
入
さ
れ
る
こ
と
に
よ
り
、
賞
与
等
に
対
し
て

も
標
準
給
与
月
額
と
同
一
の
掛
金
率
が
適
用
さ
れ
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。
こ
れ
に
伴
い
、

現
行
の
掛
金
率
を
総
報
酬
ベ
ー
ス
に
割
り
落
と
し
た
掛
金
率
に
改
定
す
る
案
及
び
短
期
勘

定
の
収
支
見
通
し
を
踏
ま
え
た
平
成
十
五
年
度
以
後
の
短
期
給
付
分
掛
金
率
の
引
き
上
げ

に
係
る
方
針
が
、
平
成
十
四
年
八
月
二
十
八
日
に
開
催
さ
れ
た
共
済
運
営
委
員
会
で
審
議

さ
れ
、
次
の
と
お
り
了
承
さ
れ
ま
し
た
の
で
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

平
成
十
五
年
度
の
掛
金
率

《
総
報
酬
制
導
入
に
伴
う
掛
金
率
の
改
定
及
び

　

短
期
給
付
分
掛
金
率
の
引
き
上
げ
》

〈平成１５年度掛金率一覧〉

①介護分掛金徴収対象者（４０歳以上、６５歳未満） （千分比）

　＋αは引き上げ率、（　）内数字は現行の掛金率

短期掛金率

長期掛金率

短期掛金率

長期掛金率

短期掛金率

甲種加入者

乙種加入者

丙種加入者

任継加入者

６０.５＋α
（７８.６）
１０４.６
（１３３）
６０.５＋α
（７８.６）
１０４.６
（１３３）
６０.５＋α
（７８.６）

給　付　分 介　護　分 事務費分 福　祉　分
未定
（７.８）

―

未定
（７.８）

―

未定
（７.８）

０.８
（１）
０.８
（１）
０.８
（１）
０.８
（１）
０.８
（１）

１.２
（１.５）
１.２
（１.５）
１.９
（２.５）
１.９
（２.５）
１.２
（１.５）

②その他の者（４０歳未満、６５歳以上） （千分比）

　＋αは引き上げ率、（　）内数字は現行の掛金率

短期掛金率

長期掛金率

短期掛金率

長期掛金率

短期掛金率

甲種加入者

乙種加入者

丙種加入者

任継加入者

６０.５＋α
（７８.６）
１０４.６
（１３３）
６０.５＋α
（７８.６）
１０４.６
（１３３）
６０.５＋α
（７８.６）

給　付　分 介　護　分 事務費分 福　祉　分

―

―

―

―

―

０.８
（１）
０.８
（１）
０.８
（１）
０.８
（１）
０.８
（１）

１.２
（１.５）
１.２
（１.５）
１.９
（２.５）
１.９
（２.５）
１.２
（１.５）

◎掛金の負担は、従来どおり、甲種・乙種・丙種加入者については加入者と学校法人等が折半負担、
任意継続加入者については全額加入者負担となります。
◎都道府県補助金は、給与月額にかかる長期掛金に対して補助されます。賞与等にかかる長期掛金
に対しては補助はありません。
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　すでにご案内のとおり、平成１２年年金制度改正、平成１４年健康保険法等の改正に伴い、平成１５年４月１日から総報

酬制が導入されることになりました。総報酬制の導入により、賞与等についても給与と同一の掛金率で掛金を徴収するととも

に、長期給付の算定基礎にも賞与等を反映させることになりました。

　今月号では掛金の取扱いについて、次月号では資格・年金関係等についてお知らせします。

１．賞与等からの掛金の控除

　賞与等にかかる掛金は、賞与等を支給する時に控除することになります。掛金額の算定方法は現行の特別掛金の扱いと異

なり、賞与掛金算定の基礎となる加入者個々の標準賞与（千円未満切り捨て・上限あり＊）を定め、掛金率を乗じて求める

ことになります。また、ひと月に複数回の賞与等の支払いがあった場合には、それらを合算して標準賞与を定めます。

＊短期標準賞与の上限：２００万円（予定）

＊長期標準賞与の上限：１５０万円

　同じ月に賞与等の支給が２回以上ある場合については、その月に支給となった賞与等の合計額が標準賞与となり、その標

準賞与に掛金率を乗じて求めた額が掛金額となりますが、その掛金額は、下記の計算例のとおりそれぞれの賞与等から控除

しなければなりません。

　なお、短期と介護の賞与掛金の算定方法等は本誌３月号１４ページを参照してください。

・標準賞与×掛金率＝短期（又は介護）賞与掛金（円未満の端数切捨て）

例）同じ月に賞与等の支給が２回あった場合

　・３月１５日　年度末手当をＡ、Ｂ２名に支給

　・３月２０日　入試手当をＡ、Ｂ２名に支給

〈標準賞与〉　（千円未満切り捨て・上限あり＊）

年度末手当 入試手当 短期標準賞与 長期標準賞与

Ａ １,４０５,３００円 ＋ １５２,８００円 ＝ １,５５８,１００円 → １,５５８,０００円 １,５００,０００円*

Ｂ ２,０００,０００円 ＋ １００,０００円 ＝ ２,１００,０００円 → ２,０００,０００円* １,５００,０００円*

　　次の計算例の掛金率は、１０ページ「平成１５年度掛金率一覧」の率を使用しています。

〈計算例〉

　・掛金率　短期６２.５／１０００　介護７.８／１０００　長期１０６.６／１０００

短期掛金 １,５５８,０００円 × ６２.５／１０００ ÷ ２ → ４８,６８７円…①

Aの掛金 介護掛金 １,５５８,０００円 × ７.８／１０００ ÷ ２ → ６,０７６円…②

長期掛金 １,５００,０００円 × １０６.６／１０００ ÷ ２ → ７９,９５０円…③

〈年度末手当からの控除額 〉

１,４０５,０００円 × ６２.５／１０００ ÷ ２ → ４３,９０６円…④

１,４０５,０００円 × ７.８／１０００ ÷ ２ → ５,４７９円…⑤

１,４０５,０００円 × １０６.６／１０００ ÷ ２ → ７４,８８６円…⑥

〈入試手当からの控除額〉

①－④ ＝ ４,７８１円

②－⑤ ＝ ５９７円

③－⑥ ＝ ５,０６４円

短期掛金 ２,０００,０００円 × ６２.５／１０００ ÷ ２ → ６２,５００円

Bの掛金 介護掛金 ２,０００,０００円 × ７.８／１０００ ÷ ２ → ７,８００円

長期掛金 １,５００,０００円 × １０６.６／１０００ ÷ ２ → ７９,９５０円

　Ｂについては年度末手当がすでに２００万円で、短期及び長期標準賞与の上限に達しているため、その後の入試手当

から掛金を控除する必要はありません。

総報酬制　　　―掛金関係―

（

（
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２．掛金徴収の対象となる賞与の捉え方（▼＝賞与支給日）

（１）加入者の異動

　賞与等にかかる掛金は、加入者の資格を取得した日の属する月から喪失した日の属する月の前月までに支払われた賞与

等が対象になります。

①　資格取得（採用）した月に賞与等がある場合

資格取得

4/1 ▽ ▼ 5/1

対象

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　  資格喪失4/1

　イ．１日喪失（＝月末の退職、死亡等）

3/1 ▼ ▽

対象

②　資格喪失（退職や死亡）した月に賞与等がある場合

　ア．月途中の喪失　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資格喪失

3/1 ▼ ▽ ▼ 4/1

対象外 対象外

4/3 所属学校変更4/15 4/20

③　所属学校変更の前後に賞与等がある場合・前任校で賞与等がある場合

4/1 ▼ ▽ ▼ 4/30

対象 対象

A校 B校

（4/3賞与分）＋（4/20賞与分）をB校で納付・4/20賞与がない場合は4／3賞与分をＢ校で納付

（２）４０歳及び６５歳到達による介護掛金の取扱い

　賞与等にかかる介護掛金は、４０歳の誕生日の前日の属する月から６５歳の誕生日の前日の属する月の前月までに支払わ

れた賞与等が対象になります。

6/30 7/1 40歳到達日7/9 40歳の誕生日7/10

①　誕生日が１日以外のケース

　ア．４０歳到達

▼ ▼ ▽ ◇

短期＋長期 ７月１日支給分から短期＋長期＋介護

介護保険第２号被保険者

＜

6/30 7/1 65歳到達日7/12 65歳の誕生日7/13

　イ．６５歳到達

▼ ▼ ▽ ◇

短期＋長期＋介護 ７月１日支給分から短期＋長期（介護保険料は加入者が直接市町村へ納付）

介護保険第２号被保険者 介護保険第１号被保険者

6/1 40歳到達日6/30 40歳の誕生日7/1

②　誕生日が１日のケース

　ア．４０歳到達

▼ ▽ ◇

短期＋長期 ６月１日支給分から短期＋長期＋介護

介護保険第２号被保険者

短期＋長期＋介護 ６月１日支給分から短期＋長期（介護保険料は加入者が直接市町村へ納付）

5/31 6/1 65歳到達日6/30 65歳の誕生日7/1

　イ．６５歳到達

▼ ▼ ▽ ◇

介護保険第２号被保険者 介護保険第１号被保険者

3/1 ▼ ◇ ▼ 4/1

③　月２回賞与等があるケース（合算で納付）

―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　

―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　

―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―

―　―　―

―　―　―
―　―　―

― 　―　―
― 　―　―

― 　―　―　―　―　―

　　―　―　―　―　―　

　―　―　―　―　―　

　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　

―　―　―

―　―　―
―　―　―　―　―　―

＞ ＞

―　―　―＜＞ ＞

＞

＞

＜＞

＞

短期＋長期＋介護＜ ＞

　　　４０歳の誕生日賞与 入試手当

―　―　―

―　―　―

―　―　―

―　―　

―　―　―

＜
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（３）７０歳みなし退職

　賞与等にかかる掛金は、甲１種加入者が７０歳に達したことによりみなし退職となり、長期給付の適用を外れ乙２種加入

者となった月から、短期のみの適用となります（丙１種加入者の場合は資格喪失となります）。

＊「年齢計算に関する法律」及び「民法」第１４３条により、誕生日の前日にその年齢に達することになります。したがっ

て、誕生日の前日から加入者種別が変更となり、掛金は種別変更となる月から変わります。

３．育児休業掛金免除

　育児休業中の掛金の免除月は、免除を申し出た月から育児休業が終了した日の翌日の属する月の前月までですが、育児休

業に伴う賞与掛金の免除については、賞与の支給日が掛金の免除月かどうかで決まりますので、育児休業前に賞与等が支給

されても、掛金免除月であれば免除の対象となります（下図2/1支給の例）。一方、育児休業中に賞与が支給されても、掛

金免除月でなければ免除の対象になりません（下図12/1支給の例）。

11/30 12/1 長期資格喪失日12/21 70歳の誕生日12/22

①　誕生日が１日以外のケース

▼ ▼ ▽ ◇

甲１種加入者 乙２種加入者

10/31 11/1 長期資格喪失日11/30 70歳の誕生日12/1

②　誕生日が１日のケース

▼ ▼ ▽ ◇

甲１種加入者 乙２種加入者

４．都道府県補助金の取扱い

　（１）賞与掛金に対する都道府県からの補助金はありません（補助は給与月額にかかる長期掛金に対してのみ）。

　（２）総報酬制導入による掛金の算定方法の変更に伴い、補助がある場合の算定方法も次のように変わります。

①都道府県から長期掛金に補助がある場合は〔標準給与×（掛金率－補助率）〕で計算した掛金額（円未満切り捨て）

を折半します。

②加入者指定補助の場合の加入者負担額は〔補助後の掛金額－補助なしの学校法人等負担額〕となります。

例）標準給与２０万円　長期掛金率１０６.６／１０００　補助率８／１０００（加入者のみ）

２００,０００円 × １０６.６／１０００  ÷ ２ ＝ １０,６６０円 …補助なしの学校法人等負担額

２００,０００円 ×（１０６.６－８）／１０００ ＝ １９,７２０円 …補助後の掛金額

１９,７２０円 － １０,６６０円 ＝ ９,０６０円 …加入者指定補助の場合の加入者負担額

５．児童手当拠出金について

　児童手当拠出金に関しても掛金と同様に総報酬制の適用となり、賞与等も算定の基礎となります。

長期標準給与の合計×拠出金率＋長期標準賞与の合計×拠出金率＝児童手当拠出金

＊拠出金率は毎年３月に政令で定められます。

２月 掛金免除期間 １１月

　  2/10育児休業開始 12/8終了

産休 育児休業期間 復職

▲

2/1

賞与掛金免除

▲

2/15

賞与掛金免除

（▲＝賞与支給日） ▲

12/1

賞与掛金納付

▲

12/25

賞与掛金納付

　平成１４年８月１日付けで次の方に相談業務に携わって

いただくことになりました。

和歌山県の相談員が

決まりました

いのうえ　　　た   え   こ

井上　多恵子
近畿大学附属和歌山中学校

〒６４０-８４７１

和歌山市善明寺５１６

　０７３（４５２）１１６１

―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　 ―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　

短期＋長期 １２月１日支給分から短期のみ（乙２種）―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　　―　―　―　― ―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―＜＞ ＞

＜＞短期＋長期 １１月１日支給分から短期のみ（乙２種）―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　　―　―　―　― ―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―　―

＜ ＞

＞

―　―　―
―　―　―
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年
金
資
産
の
運
用
に
つ
い
て
は
、
昨
年
十
二

月
に
閣
議
決
定
さ
れ
た
特
殊
法
人
等
整
理
合
理

化
計
画
に
お
け
る
私
学
事
業
団
の
事
業
の
見
直

し
の
一
つ
と
し
て
『
明
確
な
運
用
目
標
の
設

定
、
適
切
な
事
後
評
価
、
運
用
体
制
の
充
実
強

化
』
と
い
う
指
摘
が
示
さ
れ
た
こ
と
な
ど
を
受

け
、
運
用
に
関
す
る
基
本
方
針
を
新
た
に
策
定

し
、
こ
れ
に
基
づ
い
て
運
用
す
る
こ
と
と
な
り

ま
し
た
。

　

そ
こ
で
私
学
事
業
団
で
は
、
年
金
資
産
の
運

用
に
関
す
る
事
項
に
つ
い
て
審
議
す
る
こ
と
を

目
的
に
、
本
年
一
月
、
理
事
長
の
諮
問
機
関
と

し
て
年
金
資
産
運
用
検
討
委
員
会
（
井
手
正
介

（
青
山
学
院
大
学
大
学
院
教
授
）
委
員
長
他
六

名
の
外
部
委
員
で
構
成
、
以
下
「
委
員
会
」
と

い
い
ま
す
。）
を
設
置
し
ま
し
た
。

　

こ
の
た
び
、
七
回
の
審
議
を
経
て
こ
の
委
員

会
の
報
告
書
が
理
事
長
に
提
出
さ
れ
、
こ
れ
を

踏
ま
え
て
七
月
二
十
六
日
に
基
本
方
針
を
策
定

し
ま
し
た
の
で
、
そ
の
内
容
の
要
点
に
つ
い
て

お
知
ら
せ
し
ま
す
。

運
用
の
基
本
的
な
考
え
方

　

私
学
共
済
制
度
に
お
い
て
は
、
公
的
年
金
制

度
の
中
で
最
も
成
熟
度
が
低
い
こ
と
、
ま
た
公

的
年
金
制
度
に
係
る
共
通
部
分
に
つ
い
て
の
費

用
負
担
の
平
準
化
を
図
る
見
地
か
ら
、
次
期
財

政
再
計
算
時
か
ら
の
掛
金
率
引
き
上
げ
の
前
倒

し
を
行
う
べ
く
検
討
を
求
め
ら
れ
て
い
る
こ
と

な
ど
に
よ
り
、
当
分
の
間
、
年
金
資
産
の
増
加

が
見
込
ま
れ
る
も
の
と
考
え
ら
れ
ま
す
。
こ
の

た
め
、
資
産
運
用
に
お
い
て
も
長
期
的
な
観
点

に
立
っ
て
、
安
全
か
つ
効
率
的
な
方
法
に
よ
り

運
用
す
る
も
の
と
し
ま
す
。

　

運
用
目
標
の
設
定
に
つ
い
て
は
、
長
期
的
に

は
「
日
本
私
立
学
校
振
興
・
共
済
事
業
団
の
財

務
及
び
会
計
に
関
す
る
省
令
」
で
定
め
る
年
利

四
％
を
努
力
目
標
と
し
ま
す
が
、
現
在
の
よ
う

な
超
低
金
利
の
状
況
の
中
で
四
％
の
利
回
り
を

確
保
す
る
こ
と
は
困
難
で
あ
る
と
考
え
て
い
ま

す
。

　

し
た
が
っ
て
、
当
面
の
経
済
実
態
を
考
慮
し

た
上
で
実
質
収
益
を
確
保
す
る
こ
と
と
し
、
当

面
の
目
標
利
回
り
を
二
・
一
％
に
設
定
す
る
こ

と
と
し
ま
し
た
。

　

な
お
、
委
員
会
か
ら
は
、
長
期
的
な
目
標
収

か
い

り

益
率
と
当
面
の
目
標
利
回
り
の
乖
離
が
、
私
学

共
済
制
度
の
年
金
財
政
運
営
基
盤
の
健
全
性
を

損
な
わ
な
い
よ
う
常
に
収
支
バ
ラ
ン
ス
等
を
注

視
し
、
適
切
に
対
応
を
図
っ
て
い
く
必
要
が
あ

る
と
の
指
摘
が
あ
り
ま
し
た
。

運
用
に
お
け
る

資
産
の
構
成
に
関
す
る
事
項

　

私
学
共
済
制
度
の
運
営
の
安
定
に
資
す
る
こ

と
を
目
的
と
し
た
年
金
資
産
の
運
用
で
は
、
適

切
な
分
散
投
資
に
よ
り
必
要
な
収
益
を
得
る
た

め
の
基
本
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
（
投
資
対
象
と
な

る
各
資
産
に
対
し
、
運

用
資
金
を
効
率
的
に
配

分
し
た
結
果
構
築
さ
れ

た
資
産
構
成
）
を
明
示

的
に
定
め
、
年
金
財
政

や
経
済
等
の
著
し
い
変

化
が
な
い
限
り
こ
れ
を

維
持
す
る
こ
と
と
し
ま

す
。

　

運
用
対
象
と
な
る
資

産
の
配
分
は
、
長
期
的

な
視
野
に
た
ち
な
が
ら

も
当
面
の
経
済
実
態
を

考
慮
す
る
観
点
か
ら
決

定
し
ま
し
た
。
な
お
、

資
産
構
成
比
は
時
価
の

変
動
に
よ
り
時
々
刻
々

と
変
動
す
る
た
め
、
各

資
産
配
分
に
対
し
一
定

の
許
容
乖
離
幅
を
設
け

管
理
す
る
こ
と
と
し
て

い
ま
す
。

　

基
本
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
の
資
産
配
分
及
び
乖

離
幅
は
右
表
の
と
お
り
で
す
。

　

な
お
、
委
員
会
か
ら

①
国
内
債
券
に
つ
い
て
は
、
今
後
予
想
さ
れ
る

金
利
反
騰
に
伴
う
キ
ャ
ピ
タ
ル
ロ
ス
（
債
券
の

価
格
が
元
本
を
下
回
る
こ
と
に
よ
り
生
じ
る
損

失
）
の
発
生
及
び
高
利
回
り
債
券
の
償
還
に
伴

う
イ
ン
カ
ム
ゲ
イ
ン
（
利
息
収
入
）
の
低
下
は

年
金
財
政
に
大
き
な
影
響
を
与
え
る
こ
と
が
予

想
さ
れ
る
た
め
、
国
内
債
券
の
リ
ス
ク
管
理
は

大
変
重
要
と
な
っ
て
く
る
こ
と
か
ら
そ
の
取
扱

い
に
は
十
分
な
注
意
を
払
う
こ
と

②
貸
付
金
等
に
つ
い
て
は
、
加
入
者
の
福
祉
に

資
す
る
事
業
等
へ
の
一
定
の
融
資
枠
と
し
て
確

保
さ
れ
て
い
る
が
、
資
産
割
合
が
大
き
く
社
会

経
済
情
勢
に
よ
る
影
響
を
他
の
資
産
に
も
及
ぼ

す
こ
と
に
な
る
の
で
、
リ
ス
ク
管
理
上
重
要
な

ポ
イ
ン
ト
と
な
る
。
し
た
が
っ
て
貸
付
面
で
の

運
用
実
績
や
貸
付
内
容
に
つ
い
て
時
宜
を
得
た

情
報
開
示
を
行
い
、
全
体
の
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ

に
対
し
て
い
か
に
貸
付
金
の
健
全
性
と
効
率
性

を
確
保
す
る
か
と
い
う
こ
と
を
考
え
て
い
く
必

要
が
あ
る
と
の
指
摘
が
あ
り
ま
し
た
。

　

運
用
資
産
は
毎
月
、
基
本
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ

に
対
し
て
あ
ら
か
じ
め
定
め
ら
れ
た
乖
離
幅
内

に
存
在
す
る
か
否
か
を
点
検
し
ま
す
。

　

ま
た
、
基
本
ポ
ー
ト
フ
ォ
リ
オ
は
、
運
用
環

境
の
変
化
に
対
応
す
べ
く
、
少
な
く
と
も
毎
年

一
回
点
検
し
、
必
要
に
応
じ
見
直
す
こ
と
と
し

ま
す
。

運
用
の
評
価
に
関
す
る
事
項

　

年
金
資
産
の
運
用
に
つ
い
て
は
、
毎
年
運
用

実
績
利
回
り
の
ほ
か
、
運
用
資
産
全
体
を
原
則

と
し
て
時
価
評
価
し
、
運
用
実
績
や
運 

用
手
法

ご
と
の
役
割
等
を
踏
ま
え
総
合
的
な
評
価
を
行

う
こ
と
と
し
ま
す
。

　

以
上
、
年
金
資
産
の
運
用
に
関
す
る
基
本
方

針
の
概
要
に
つ
い
て
お
知
ら
せ
し
ま
し
た
が
、

委
員
会
の
報
告
書
及
び
当
該
基
本
方
針
に
つ
い

て
は
、
私
学
事
業
団
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
掲
載
し

ま
す
。

短期資産 国内債券 国内株式 外国債券 外国株式 貸付金等

資産配分 ５％ ５３％ ６％ ６％ ６％ ２４％

乖離幅 ±６％ ±３％ ±３％ ±３％ ±２％

年
金
資
産
の
運
用
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共済事業共済事業共済事業共済事業共済事業　今月のワンポイント　今月のワンポイント　今月のワンポイント　今月のワンポイント　今月のワンポイント

　平成１４年９月１９日付私事総第１４２１号「健康保険法

等の一部改正について（お知らせ）」の通知文の内容に一

部誤りがありましたので、お詫びして訂正します。

　　　　　　　　　　（誤）　　　　　　 （正）

３頁〔表２〕　平成１５年１０月以後→平成１５年４月以後

通知文の訂正住宅貸付借受者への
年末調整用証明書の送付

　平成１３年１２月以前に住宅貸付を借受けた人が「住宅

借入金（取得）等特別控除」を受けるために必要な平成１４

年分の「残高証明書」を、１１月中旬に学校法人等あてに

送付します。

＊平成１４年１月以後に住宅貸付を借受けた人について

は、確定申告用の「残高証明書」を平成１５年１月中旬に

学校法人等あてに送付します。

　なお、「残高証明書」には借受者の住所を表示して交付

します。証明書と学校法人等で確認している住所を照合

し、相違している場合は「加入者住所変更報告書」（様式第

３号の２）を提出してください。

積立共済年金・共済定期保険の
年末調整用証明書の送付

〔積立共済年金加入者〕

　１０月初旬に、生命保険料控除のための証明書（個人年

金用・一般生命保険用）を加入者本人あてに直接送付しま

した。

〔共済定期保険加入者〕

　１１月上旬に、生命保険料控除のための証明書を加入者

本人あてに直接送付します。

積立共済年金・共済定期保険の
後期加入申込期間

　積立共済年金・共済定期保険の後期加入申込期間はいず

れも１１月１日（金）から１１月２９日（金）までとなりま

す。新規加入、加入内容の変更等をする場合は、加入申込

期間内にお申し込みください。

　貸付の手続き等について分かりやすくまとめた「加入者

貸付ガイド」の送付を１１月下旬に予定しています。

「加入者貸付ガイド」の送付

　「第２回私学共済事務担当者研修会」は、第２回私学共済

事務担当者連絡会を来年２月に延期したことに伴い、中止

とさせていただきます。

第２回事務担当者研修会の中止

　２００３年版「私学共済手帳」と２００２年版「私学共済

の概要」を、１１月下旬に学校法人等あてに送付します。

手帳と概要の送付

　本誌１０月号（１１ページ）に掲載しました「図２

自己負担限度額一覧表」に、７０歳未満低所得者の１

年間に４回以上高額療養費に該当した場合の自己負担

限度額が記載されていませんでした。お詫びして訂正

します。

70
歳
未
満

低所得者

平成１４年１０月から

３５,４００円
 （２４,６００円  ）

http://www.shigakukyosai.jp/　　共済事業に関するお問い合わせは共済事業本部まで

〒113-8577 東京都文京区湯島１-７-５　　03（3813）5321 (代表)
電話番号のかけ間違いにご注意ください

                      後期加入申込開始

送金

払込期限〔必着〕

申込・任意償還申出締切

　　　　　つなぎ年金コース加入申込締切

送金

送金

払戻・解約請求締切

　　　　脱退申出等締切

翌月22日送金申込締切

　　　　後期加入申込締切

　　　　後期加入申込締切

　　　　２月利用予約締切

11月の共済スケジュール

１日（金）

５日（火）

８日（金）

15日（金）

20日（水）

22日（金）

25日（月）

29日（金）

積立共済年金・共済定期保険

貸付

貯金

貸付

アイリスプラン

貯金

貸付

貯金

積立共済年金

貸付

積立共済年金

共済定期保険

海外保養施設

12月の共済スケジュール

２日（月）

10日（火）

掛金

貯金

貸付10月分納期限　　　　　送金

払込期限〔必着〕

12月の共済スケジュール

２日（月）

10日（火）

掛金

貯金

貸付10月分納期限　　　　　送金

払込期限〔必着〕
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人人人人人
事事事事事
ににににに
つつつつつ
いいいいい
ててててて

　

次
の
と
お
り
、
発
令
さ
れ
ま
し
た
の

で
、
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

◆
本
部
職
員(

平
成
十
四
年
十
月
一
日
付)

（　

）
は
前
職

監
査
室
長　
　

渡
部　

晃
久

(

愛
知
会
館
館
長)

平平平平平
成成成成成
十十十十十
四四四四四
年年年年年
度度度度度

私私私私私
立立立立立
大大大大大
学学学学学
等等等等等
経経経経経
常常常常常
費費費費費
補補補補補
助助助助助
金金金金金
ににににに

係係係係係
るるるるる
各各各各各
種種種種種
調調調調調
査査査査査
票票票票票
等等等等等
ののののの
提提提提提
出出出出出
ににににに

つつつつつ
いいいいい
ててててて

　

平
成
十
四
年
度
私
立
大
学
等
経
常
費
補

助
金
に
係
る
各
種
調
査
票
の
提
出
期
限

は
、
次
の
と
お
り
で
す
。

◆
一
般
補
助
関
係

１　

専
任
教
員
等
・
専
任
職
員
並
び
に
学

生
の
申
請
数
の
確
認
に
つ
い
て

２　

非
常
勤
教
員
調
査
票

３　

教
員
福
利
厚
生
費
調
査
票

４　

私
立
大
学
退
職
金
財
団
掛
金
支
出
調

査
票

５　

研
究
旅
費
支
出
調
査
票

６　

附
属
病
院
病
床
数
調
査
票
（
医
学
部

を
有
す
る
学
校
の
み
）

○
提
出
期
限

１
～
６　

十
一
月
二
十
九
日（
金
）

☆
問
い
合
わ
せ
先

助
成
部
補
助
金
課

　
　

〇
三（
三
二
三
〇
）七
八
七
九
～
八
四

◆
特
別
補
助
関
係

１ 
「
社
会
人
の
受
入
れ
（
教
育
訓
練
講
座

　

 
（
新
規
））」

２ 

「
地
方
高
等
教
育
機
関
の
活
性
化
」

○
提
出
期
限

１
～
２　

十
一
月
十
一
日（
月
）

☆
問
い
合
わ
せ
先

助
成
部
特
別
補
助
課

　
　

〇
三（
三
二
三
〇
）七
八
八
五
～
八
八

　
　
　
　
　
　
　
　

八
四
六
五
・
六
六

※
補
助
金
業
務
に
つ
い
て
は
、
関
係
各
部

署
の
連
携
を
密
に
し
、
書
類
の
作
成
等

に
当
た
っ
て
は
遺
漏
の
な
い
よ
う
ご
注

意
く
だ
さ
い
。

　毎月の金利情勢により変更することがありますので、最新の
金利については融資課にお問い合わせください。本事業団の
ホームページでもご覧になれます。
※一般施設費のうち、貸付期間10年ものは1.20％です。

融資費目 融資金利 備　　　　考

年 ％

1.601 . 6 01 . 6 01 . 6 01 . 6 0

1 . 5 01 . 5 01 . 5 01 . 5 01 . 5 0

1 . 1 01 . 1 01 . 1 01 . 1 01 . 1 0

1 . 1 01 . 1 01 . 1 01 . 1 01 . 1 0

1 . 2 01 . 2 01 . 2 01 . 2 01 . 2 0

1 . 1 01 . 1 01 . 1 01 . 1 01 . 1 0

1 . 5 01 . 5 01 . 5 01 . 5 01 . 5 0

1 . 8 01 . 8 01 . 8 01 . 8 01 . 8 0

1 . 5 01 . 5 01 . 5 01 . 5 01 . 5 0

1 . 5 01 . 5 01 . 5 01 . 5 01 . 5 0

校（園）舎、体育館、遊戯室

等の新・増・改築、買収等

校（園）地の買収、造成等

私立大学ハイテク・リサー

チ・センター等整備事業

防災(地震)対策費

沖縄分(専修・各種学校を除く)

移転費(大学・短大)

校教具、通園バスの購入等

過疎高校・私大奨学事業

特別災害を含む

寄宿舎、セミナーハウスの新築等

国際交流施設

障害者利用施設

大型設備・情報技術整備等

（注）融資事業の詳細については、本年5月号(VOL.53）をご参照ください。

一般施設費

教 育 環 境
整  備  費

災害復旧費

公害対策費

特別施設費

◆融資部融資金利について（平成14年1 0月3日現在）

1.501 . 5 01 . 5 01 . 5 01 . 5 0

1 . 5 01 . 5 01 . 5 01 . 5 01 . 5 0

1 . 5 01 . 5 01 . 5 01 . 5 01 . 5 0

▼
年
度
ご
と
に
テ
ー
マ
を
決
め
て
、
そ
こ

に
季
節
感
を
加
え
な
が
ら
つ
づ
っ
て
い
る

表
紙
写
真
で
す
が
、
先
月
、
今
月
号
と
も
、

京
都
嵯
峨
芸
術
大
学
の
大
森
正
夫
助
教
授

に
作
成
い
た
だ
い
た
Ｃ
Ｇ
（
コ
ン
ピ
ュ
ー

タ
ー
・
グ
ラ
フ
ィ
ッ
ク
ス
）で
飾
り
ま
し
た
。

▼
表
紙
に
Ｃ
Ｇ
を
使
用
す
る
の
は
、
初
め

て
の
試
み
で
し
た
。
写
真
と
異
な
り
、
紙

質
に
よ
り
原
本
と
質
感
が
変
わ
っ
て
し
ま

う
の
が
、
悩
み
ど
こ
ろ
で
し
た
が
、
ホ
ー

ム
ペ
ー
ジ
上
で
は
、
存
在
感
の
あ
る
画
像

を
ご
提
供
で
き
た
か
と
思
い
ま
す
。

▼「
銀
閣
寺
で
名
月
を
見
る
。」
と
い
っ
て

も
、
気
ま
ぐ
れ
な
お
天
気
の
せ
い
で
、
な

か
な
か
思
う
よ
う
な
場
面
に
は
巡
り
会
え

な
い
も
の
で
す
。
ま
し
て
や
、
建
立
当
時

の
月
の
軌
道
に
基
づ
い
て
、
ど
ん
な
情
景

が
展
開
さ
れ
、
当
時
の
風
流
人
の
目
に
ど

の
よ
う
に
映
っ
て
い
た
の
か
を
再
現
し
、

体
験
す
る
機
会
は
皆
無
か
と
思
い
ま
す
。

▼
こ
れ
を
可
能
に
し
て
く
れ
た
の
が
、
コ

ン
ピ
ュ
ー
タ
ー
が
生
み
出
す
Ｃ
Ｇ
で
す
。

様
々
な
デ
ー
タ
を
元
に
作
成
さ
れ
た
Ｃ
Ｇ

は
、
学
術
的
に
も
美
術
的
に
も
既
に
「
想

像
図
」
の
域
を
遥
か
に
越
え
て
い
ま
す
。

そ
し
て
、
も
う
一
つ
忘
れ
て
は
な
ら
な
い

の
は
、
そ
の
風
景
を
再
現
し
た
い
と
い
う

人
間
の
強
い
想
い
が
原
動
力
で
あ
る
こ
と

で
す
。

▼
人
間
の
底
力
を
思
い
な
が
ら
、
過
去
の

風
流
人
の
気
分
で
し
ば
し
幽
玄
の
世
界
を

お
楽
し
み
く
だ
さ
い
。　
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（
企
画
室
）


